
入札公告 

 

次のとおり条件付一般競争入札(事後審査型）を行いますので，海田町財務規則（昭和４８

年海田町規則第１３号）第７０条の規定に基づき公告します。 

 

令和２年１２月１５日 

海田町長 西 田 祐 三     

 

１  工事名 

海田町新庁舎建設等工事（建築） 

 

２  工事場所 

海田町南昭和町地内 

 

３  工事概要 新築：鉄筋コンクリート造・鉄骨造一部鉄骨鉄筋コンクリート造 

地上４階 

敷地面積 3,687.80 ㎡ 建築面積 1,998.45 ㎡ 

延べ面積 6,675.33 ㎡ 

 

４  工期等 

⑴ 請負契約 

本件工事の請負契約は，落札後仮契約とし，海田町議会の議決を経た後，本契約と

なるものとする。 

⑵ 工期（予定） 

議会の議決日の翌日から令和５年７月３日まで 

 

５  予定価格 

事後公表（仮契約締結後公表する。） 

 

６  施工の方法 

特定建設工事共同企業体（以下「共同企業体」という。）の各構成員が一体となって工

事を施工する共同施工方式とする。 

 

７  共同企業体の結成要件 

⑴ １０に掲げる要件を満たす代表者（Ａ群）１者と代表者以外の構成員（Ｂ群）１者

の合計２者で構成するものとする。 

⑵ 共同企業体は，各構成員の自由意志による任意の結成方式とする。 

⑶ 構成員の出資比率の最小限度は３０％以上とし，代表者の出資比率は，構成員中最



大とする。 

⑷ いずれの構成員も，本件工事において他の共同企業体の構成員となることはできな

い。 

 

８  共同企業体協定書の提出 

令和３年１月１４日 午後５時までに，共同企業体協定書（１部）を袋とじし，持参

により海田町企画部財政課へ提出するものとする。（１２を参照すること。） 

 

９  工事の種類 

建築一式工事 

 

１０ 入札に参加する者に必要な資格 

次に掲げる要件を全て満たしていること。 

なお，⑵から⑻までの要件は，それぞれ特記してある場合を除き，建築一式工事につ

いてのものとする。 

資 格 要 件 

本件工事適用内容 

代表者 

（Ａ群） 

代表者以外の構成員 

（Ｂ群） 

⑴ 

令和元・２年度海田町建

設工事入札参加資格者と

して認定されている業種 

建築一式工事 

⑵ 

建設業法（昭和２４年法

律第１００号）第３条又

は第１５条の許可 

継続して５年以上受けていること。 

⑶ 

建設業法第１５条の許可

（特定建設業許可）の要

否 

要 否 

⑷ 主たる営業所等の所在地 

主たる営業所又は主たる営

業所以外の委任営業所の所

在地が，安芸郡又は広島市

安芸区，広島市中区，広島

市南区若しくは広島市東区

の区域内にあること。 

主たる営業所の所在地が安

芸郡又は広島市安芸区，広

島市中区，広島市南区若し

くは広島市東区の区域内に

あること。 

  



⑸ 

総合数値（注）（海田町建

設工事指名業者等選定要

綱（平成元年海田町訓令

第１号）第３条第１項の

規定によるもの） 

※令和元・２年度入札参

加資格認定時における総

合数値 

１，５００点以上 ８５０点以上 

⑹ 

年間平均完工高 

※入札公告時点の最新の

経営事項審査の総合評定

値通知書における年間平

均完工高 

２５億円以上 問わない 

⑺ 元請等施工実績 

次のいずれについても，元

請又は共同企業体の代表構

成員としての施工実績有す

ること。 

問わない ①木造を除く４階建以上か

つ延べ面積 6,500 ㎡以上 の

建築一式工事（免震構造に

よるもの）  

②土壌汚染対策工事 

⑻ 

配置技術者 

※右欄に掲げる事項のほ

か，別紙「海田町条件付

一般競争入札（事後審査

型）公告共通事項」１

⑷，９の要件を満たすこ

と。 

次のいずれにも該当する技

術者を専任で配置できるこ

と。 

次に該当する技術者を専任

で配置できること。 

①１級建築士又は１級建築

施工管理技士の資格を有す

る者（同等以上の能力を有

する者として国土交通大臣

に認定された者を含む。） 

②建築一式工事に必要な監

理技術者の資格を有する者 

③木造を除く建築一式工事

について，監理技術者，主

任技術者又は現場代理人と

しての経験を有する者 

建築一式工事に必要な主任

技術者としての資格を有す

る者（国家資格を有する者

に限る。） 

（注）総合数値とは，経営事項審査結果通知書の総合評定値ではなく，広島県が公開してい

る建設工事等入札参加資格者名簿に掲載されている総合数値を指す。  



⑼ 

設計業務等の受託者との

関係 

右欄に掲げる本件工事

に係る設計業務等の受託

者以外であって，かつ，

当該受託者と資本及び人

事面において次に掲げる

関係にある者でないこ

と。 

①当該受託者の発行済

株式総数の過半数を有す

る。 

②当該受託者の出資総

額の２分の１を超える出

資をしている。 

③代表権を有する役員

が当該受託者の代表権を

有する役員を兼ねてい

る。 

(株)現代計画研究所 

所在地：東京都練馬区豊玉北６丁目４番４－２０１号 

 

(有)野沢正光建築工房 

所在地：東京都世田谷区宮坂３丁目１４番１５号 

イーストウィング１０２ 

⑽ その他 
前各号のほか，別紙「海田町条件付一般競争入札(事後審

査型)公告共通事項」１⑵の要件をすべて満たすこと。 

 

１１ 設計図書 

⑴ 設計図書は，次のとおり配布する。 

設計図書以外の提出書類様式等は町ホームページからダウンロードすること。以降

の項目についても同様とする。 

  （トップページ＞しごとの情報＞入札・契約＞入札発注情報） 

① 期間 

令和２年１２月１５日から令和３年１月１４日（年末年始（１２

月２９日から１月３日まで）及び土日祝日を除く。）午前９時か

ら午後５時まで 

② 場所 海田町役場（海田町上市１４番１８号）３階 企画部財政課 

③ 配布方法 
「設計図書配布申込書」と引き換えに配布する。 

※設計図書はＣＤ－ＲにＰＤＦ形式で記録 

④ その他 
設計図書は各構成員がそれぞれ受領すること。設計図書を受領し

ていない構成員がある共同企業体のした入札は無効とする。 

⑵ 設計図書に係る質問・回答 

① 質問方法 
指定様式により，書面及び電子データをあわせて提出すること。

（電子データはメールにて提出すること。） 

② 提出先 11⑴②に同じ 

③ 受付期間 

令和２年１２月１５日から令和３年１月１４日 午後４時まで

（必着） 

受付期間経過後の質問は受け付けない。 

④ 質問に対する回答 
回答はホームページに掲載することとし，質問者に対する個別の

回答はしない。 



 

１２ 共同企業体協定書 

共同企業体協定書は，次のとおり提出すること。 

① 受付期間 

令和２年１２月１５日から令和３年１月１４日（年末年始（１２

月２９日から１月３日まで）及び土日祝日を除く。）午前９時か

ら午後５時まで 

② 提出方法 持参により１部提出（郵送不可） 

③ 提出場所 11⑴②に同じ 

④ その他 
受付期間経過後の提出は受け付けない。 

なお，受付期間までに提出しない者の入札は無効とする。 

 

１３ 入札 

① 日時 令和３年１月２５日 午前１０時３０分 

② 場所 織田幹雄スクエア（海田町中店８番２４号）３階３０６学習室 

③ その他 
入札の際に工事費内訳書を提出すること。提出された内訳書に不

備がある場合は入札を無効とすることがある。 

 

１４ 落札者の決定方法 

⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０第２項の規定を適

用する。（「最低制限価格」を設ける。）予定価格以下で最低制限価格を下回らない最低

の価格をもって入札した者を落札候補者とする。 

⑵ 資格要件確認書類によって資格要件を満たしていることが確認できない者は落札者

としない。  

 

１５ 資格要件確認書類の提出 

⑴ 資格要件確認書類の提出を求められた者は，次のとおり提出すること。 

① 期間 指定された提出期限の日時まで（土日祝日を除く。） 

② 提出方法 持参にて提出（郵送不可） 

③ 場所 11⑴②に同じ 

⑵ 提出書類 

① 資格要件確認書類提出書 １部  

② 誓約書 １部  

③ 技術者の資格・工事経験調書 １部 

技術者の資格・工事経験調書に記載された

必要書類を添付のこと。代表者以外の構成

員は，工事経験の概要については記入不要 

④ 建設工事施工実績証明書 １部 代表者のみ 

②，③の書類については各構成員ごとに作成すること。 

 

 



１６ 支払条件 

令和２年度 

前払金：あり（令和２年度の出来高予定額の４０％以内） 

中間前払金：あり（令和２年度の出来高予定額の２０％以内） 

部分払：なし 

令和２年度の出来高予定額は，請負代金額の２９分の２とする。 

令和３年度 

前払金：あり（令和３年度の出来高予定額の４０％以内） 

中間前払金：あり（令和３年度の出来高予定額の２０％以内） 

部分払：あり（１回，令和３年度末） 

令和３年度の出来高予定額は，請負代金額の２９分の１２とする。 

令和４年度 

前払金：あり（令和４年度の出来高予定額の４０％以内） 

中間前払金：あり（令和４年度の出来高予定額の２０％以内） 

部分払：あり（１回，令和４年度末） 

令和４年度の出来高予定額は，請負代金額の２９分の１２とする。 

令和５年度 

前払金：あり（令和５年度の出来高予定額の４０％以内） 

中間前払金：あり（令和５年度の出来高予定額の２０％以内） 

完了払（工事引渡し後） 

令和５年度の出来高予定額は，請負代金額の２９分の３とする。 

 

１７ その他 

前各項に掲げるもののほか，別紙「海田町条件付一般競争入札（事後審査型）公告共

通事項」による。 

 

１８ 問い合わせ先 

海田町企画部財政課 

住所：海田町上市１４番１８号 

電話：０８２－８２３－９２０１ 

メールアドレス：zaisei@town.kaita.lg.jp 


